
流　動　資　産 373,603 流　動　負　債 152,287

現 金 及 び 預 金 6,238 買 掛 金 659

売 掛 金 1,694 工 事 未 払 金 6,353

完成工事未収入金 11,393 未 払 金 11,374

未 収 入 金 9,234 未 払 法 人 税 等 10,612

販 売 用 不 動 産 1,884 未 払 消 費 税 等 1,215

商 品 16 前 受 金 110,352

未 成工 事支 出金 374 未 成工 事受 入金 297

貯 蔵 品 835 預 り 金 5,000

預 け 金 261,174 賞 与 引 当 金 6,149

立 替 金 2,895 そ の 他 271

前 払 費 用 77,736 固　定　負　債 263,277

そ の 他 126 一括借上修繕引当金 234,722

固　定　資　産 193,114 退 職給 付引 当金 2,317

有形固定資産 60,951 長 期預 り保 証金 25,039

建 物 4,590 そ の 他 1,197

構 築 物 1

機 械 装 置 54,305

工 具 器 具 備 品 78

土 地 555 415,564

建 設 仮 勘 定 1,419

無形固定資産 5,735 株　主　資　本 151,183

ソ フ ト ウ ェ ア 5,720 資本金 1,000

そ の 他 14 利益剰余金 150,183

投資その他の資産 126,427 利 益 準 備 金 250

投 資 有 価 証 券 127 その他利益剰余金 149,933

関 係 会 社 株 式 2,937   別 途 積 立 金 8,020

金 銭 の 信 託 11,011   繰越利益剰余金 141,913

長 期 債 権 513 評価・換算差額等 △ 30

差 入 保 証 金 15,941 その他有価証券評価差額金 △ 30

長 期 前 払 費 用 3,677

繰 延 税 金 資 産 92,561

そ の 他 52

貸 倒 引 当 金 △ 394 151,153

566,717 566,717

（単位：百万円）

負 債 合 計

純資産の部　　

貸　　借　　対　　照　　表

（ 2026年 3月31日 現在）

資 産 合 計 負債及び純資産合計

資産の部 負債の部

科目 金　　額 科目 金　　額

純資産合計



1,150,922

1,046,486

104,435

42,236

62,199

812

610

760 2,184

176 176

64,207

67 67

118 118

64,156

20,022

△ 3,291 16,730

47,426

（単位：百万円）

損　益　計　算　書

自 2025年 4月 1日

至 2026年 3月31日

雑 収 入

科　　目 金　　額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金

契約事務手数料収入

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

営 業 外 費 用

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益



（単位：百万円）

別　途
積立金

繰　越
利　益
剰余金

1,000 250 8,020 149,891 158,161 159,161 △ 14 △ 14 159,147 

- - - △ 56,865 △ 56,865 △ 56,865 - - △ 56,865

- - - 47,426 47,426 47,426 - - 47,426 

- - - 1,461 1,461 1,461 - - 1,461 

- - - - - - △ 15 △ 15 △ 15

- - - △ 7,977 △ 7,977 △ 7,977 △ 15 △ 15 △ 7,993

1,000 250 8,020 141,913 150,183 151,183 △ 30 △ 30 151,153 

企 業 結 合 に よ る 変 動

評価・換算差額等

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

至　2026年 3月31日

株主資本等変動計算書

純資産
合　計資本金

利益剰余金

株　主
資　本
合　計

利　益
準備金

自　2025年 4月 1日

2026年 3月31日残高

その他利益剰余金
利　益
剰余金
合　計

2025年 4月 1日残高

株主資本

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計

株主資本以外の項目の当期変
動 額 （ 純 額 ）



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法

市場価格のない株式等以外のもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

　産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算

　定）

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法

(2)固定資産の減価償却の方法

定率法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

6～50年

3～20年

6～22年

4～20年

定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

自社利用のソフトウェア 5年

(3)引当金の計上基準

①

②

③ 一括借上修繕引当金

④

1)

2)

(4)重要な収益及び費用の計上基準
①

②

(5)消費税等の会計処理

(6)

営 繕 工 事 収 入 賃貸アパート・賃貸マンションに関する営繕工事等を行ってお
り、主に工期が短いことから、完全に履行義務を充足した時点で
収益を認識する代替的な取扱いを適用しております。

有 形 固 定 資 産

構 築 物

機 械 装 置

工 具 器 具 備 品

契約期間等による均等償却をしております。

控除対象外消費税等は、発生事業年度の期間費用としておりま
す。

一括借上事業収入 主に建物所有者と一括借上契約を締結した賃貸マンション・ア
パートの転貸借を行っており、賃貸収入については、「リース取
引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）及び「リース取引
に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号）
に基づき会計処理をしております。

個　別　注　記　表

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物
は定額法。また、機械装置は定額法。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

従業員の賞与の支給に充当するため、支給見込額を計上しており
ます。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおり
です。

退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業
年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。

数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度における発生時の従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による
定率法により按分した額を、発生の翌事業年度から損益
処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（８年）による定額法により費用処
理しております。

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

退職給 付引 当金

一括借上契約に基づく将来負担すべき原状回復費用及び営繕費用
に備えるため、当事業年度末における負担すべき原状回復費用及
び営繕費用の見込額を計上しております。

記載金額は百万円未満を切捨て表示しております。

無 形 固 定 資 産

建 物

子 会 社 株 式

その他 有価 証券

長 期 前 払 費 用



２．重要な会計上の見積り

一括借上修繕引当金

当年度の計算書類に計上した金額　234,722百万円

３．貸借対照表等に関する注記

(1)金銭の信託

(2)有形固定資産の減価償却累計額 百万円

(3)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

百万円

百万円

(4)

４．損益計算書に関する注記

(1)関係会社との間の取引高

① 営業取引による取引高

百万円

百万円

百万円

② 営業取引以外の取引による取引高

百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

(1)期末発行済株式数

普通株式 10,400 株

(2)剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

決議

株式の種類

配当金の総額

１株当たり配当額

基準日

効力発生日

決議

株式の種類

配当金の総額

１株当たり配当額

基準日

効力発生日

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　2026年6月26日開催予定の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。

株式の種類

配当金の総額

配当の原資

１株当たり配当額

基準日

効力発生日

普通株式

20,000百万円

1,923,077円

2026年2月3日

短 期 金 銭 債 権

預け金は、資金の決済及び余資の運用を大東建託株式会社で一括して行っているため、
大東建託株式会社へ預け入れているものであります。

970

50,445

2025年6月27日

2026年3月31日

2026年6月27日

16,462

759

36,865百万円

3,544,792円

2025年3月31日

3,717

262,199

①算出方法
一括借上契約に基づき、将来の原状回復において必要となることが見込まれる原状回復費用について、
また、将来の営繕工事において必要となることが見込まれる営繕工事費用について、当事業年度末にお
ける負担金額の総額を引当金として計上しています。

②主要な仮定
将来に発生が見込まれる金額について、主要な仮定は、将来の発生時期および頻度、ならびに発生する
工事の構成要素ごとの単価です。それぞれの仮定は、発生の時期および頻度、ならびに工事の単価につ
いては過去の発生実績を考慮し合理的に設定しています。

③翌年度の計算書類に与える影響
工事に必要となる資材価格の高騰などにより、引当金の積み増しが発生する可能性があります。また、
発生の時期および頻度については将来の予測が長期間にわたるため、設備の故障や建材の耐久性により
費用発生の時期および頻度の不確実性が高く、仮定したものと実績の乖離が生じることにより引当金積
み増しや取り崩しが必要となる可能性があります。

2026年2月3日

普通株式

13,673

営 業 外 収 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

2026年1月29日　臨時株主総会

短 期 金 銭 債 務

売 上 高

売 上 原 価

2025年6月26日　定時株主総会

普通株式

37,940百万円

利益剰余金

3,648,162円

賃貸住宅入居者の預り敷金の分別管理を目的として、大東みらい信託株式会社と信託契約を締結してお
ります。



６．税効果会計に関する注記

(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

73,984 百万円

6,433 百万円

7,173 百万円

1,938 百万円

811 百万円

524 百万円

百万円

繰延税金資産小計 百万円

百万円

繰延税金資産合計 百万円

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別内訳

30.6 ％

永久に損金に算入されない項目 0.3 ％

永久に益金に算入されない項目 △ 3.0 ％

0.1 ％

0.0 ％

△ 0.6 ％

△ 1.3 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.1 ％

過 年 度 法 人 税 等

92,561

そ の 他

未 払 事 業 税 否 認 額

1,742

定額クリーニング費収入前受金

一括借上修繕引当金繰入否認額

借 上 事 業 保 証 金 償 却 超 過 額

賞 与 引 当 金 繰 入 否 認 額

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 否 認 額

そ の 他

税 額 控 除

法 定 実 効 税 率

（調整)

住 民 税 均 等 割

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △ 46

92,608



７．金融商品に関する注記
(1)金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社は、資金運用については短期的な預金、安全性の高い金融資産で運用しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

③ 金融商品の時価等に関する事項について補足説明

(2)金融商品の時価等に関する事項
　2026年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
については、次のとおりです。

127 127
金銭の信託 11,011 11,011 -

15,941 15,349
16,068 15,476
25,039 24,109
25,039 24,109

金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　　産
投資有価証券

差入保証金

負　　債
長期預り保証金

関係会社株式

金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

８．賃貸等不動産に関する事項
　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

　　　　  　　   （単位：百万円）　　　
(注5)

　金銭の信託は、賃貸住宅入居者の預り敷金の分別管理を目的として設定しています。信託財産は、
普通預金、定期預金で運用しております。

(注4) 市場価格のない株式等は上記表には含めておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は、以下の
とおりであります。

　預け金は、資金の決済及び余資の運用を目的として大東建託株式会社へ預け入れているものであ
り、同社の信用リスクに晒されておりますが、同社の財務内容を定期的に把握することでリスクを軽
減しています。
　未払金及び未払法人税等については、概ね１年以内の支払期日となっております。

 負債 計
△ 929
△ 929

 　長期預り保証金の時価については、返還するまでの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引
いた現在価値により算定しております。

2,937
貸借対照表計上額区分

（単位：百万円）

　その他有価証券

(注1)

(注2)

「現金及び預金」「完成工事未収入金」「未収入金」「預け金」については、現金であること又は短
期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

「未払金」「未払法人税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもので
あることから、記載を省略しております。

(注3)

長期預り保証金

　 上場株式は相場価格を用いて評価しております。

 　差入保証金の時価については、回収するまでの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた
現在価値により算定しております。

△ 591
△ 591

差入保証金
 資産 計

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件
等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

（単位：百万円）

差額

投資有価証券

貸借対照表
計上額

時価

-

　長期預り保証金は、一括借上方式による不動産賃貸業に伴う、入居者から預っている敷金及び保証
金であります。

　完成工事未収入金、未収入金は、主として建物所有者に対する債権であり、差入保証金は、一括借
上方式による不動産賃貸業に伴う建物所有者へ差し入れている保証金であります。これらは、建物所
有者の信用リスクに晒されておりますが、建物所有者ごとに定期的に信用状況等を把握することでリ
スクを軽減しています。

6,238 - - - - -
 金銭の信託 - - - 11,011 - -

22,321 - - - - -
28,559 0 0 11,011 0 0

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

 完成工事未収入金等

１年以内
１年超

２年以内

 現金預金



９．関連当事者との取引に関する注記

(1)親会社及び法人主要株主等

会 社 等 の
名 称

所在地
資本金
又 は
出資金

事業の
内 容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関連当事者
と の 関 係

取 引 の 内 容 科 目 期 末 残 高

資金の預け入れ
(注)１

預け金 261,174

利息の受け取り
(注)２

未収入金 62

　取引条件及び取引条件の決定方針等

(2)子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

(3)兄弟会社等

該当事項はありません。

(4)役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

10．１株当たり情報に関する注記

(1)１株当たり純資産額

(2)１株当たり当期純利益

大東建託
株式会社

東京都
港区

29,060 建設業
(被所有)

直接
100％

資金の決済
役員の兼務

(2名)

8,636

取 引 金 額

（単位：百万円）

１．資金の預け入れは、大東建託株式会社グループ全体におけるグループ外の第三者との
　　入出金業務の効率化を図るために実施しております。

(注)

種類

4,560,202円91銭

14,533,960円08銭

２．市場金利等を勘案して決定されております。

759

親会社



11．退職給付に関する注記
(1)採用している退職給付制度の概要

(2)確定給付制度
① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

　退職給付債務の期首残高 8,347 百万円
勤務費用 602 百万円
利息費用 131 百万円
数理計算上の差異の発生額 △ 566 百万円
退職給付の支払額 △ 332 百万円
過去勤務費用の当期発生額 △ 578 百万円

　退職給付債務の期末残高 7,603 百万円

② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
　年金資産の期首残高 6,475 百万円

期待運用収益 97 百万円
数理計算上の差異の発生額 232 百万円
事業主からの拠出額 461 百万円
退職給付の支払額 △ 275 百万円

　年金資産の期末残高 6,991 百万円

③ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
　積立型制度の退職給付債務 5,478 百万円
　年金資産 △ 6,991 百万円

△ 1,512 百万円
　非積立型制度の退職給付債務 2,124 百万円
　未積立退職給付債務 612 百万円
　未認識過去勤務費用 572 百万円

　未認識数理計算上の差異 1,133 百万円

　貸借対照表に計上された負債の金額 2,317 百万円

④ 退職給付費用及びその内訳項目の金額
　勤務費用 602 百万円
　利息費用 131 百万円
　期待運用収益 △ 97 百万円
　数理計算上の差異の費用処理額 △ 111 百万円

　過去勤務費用の費用処理額 △ 6 百万円

　退職給付制度に係る退職給付費用 519 百万円

⑤ 年金資産に関する事項
　1）年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。
　債券 14.9 ％
　株式 30.8 ％
　現金及び預金 39.8 ％

　一般勘定 14.5 ％

　合計 100.0 ％

（注）一般勘定は資産の拠出先が運用のリスクを負う年金資産であります。
　2）長期期待運用収益率の設定方法

⑥ 数理計算上の計算基礎に関する事項

　割引率 2.77 ％
　長期期待運用収益率 1.50 ％
　予想昇給率 1.76 ％

12．収益認識に関する注記

13．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

主要な数理計算上の計算基礎

「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記の（４）重要な収益及び費用の計上基準」に記載の通り
であります。

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を
構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

当社は従業員の退職給付に充てるため、確定給付型の制度として、確定給付型企業年金制度（規約型）
及び退職一時金制度を設けております。
なお、2026年4月より社員の定年を60歳から65歳の間で選択できる選択定年制を導入しました。
これにより、当会計年度における退職給付債務が578百万円減少し、過去勤務費用が同額発生しており
ます。


